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研究代表者吉田恵子
近年、日本でも男女共同参画をめざす様々な政策が打ち出されているが、わが国の女性の社会参画
は、諸外国と比べて必ずしも進んでいるとは言いがたい状況にある。特に問題なのは意思決定段階で
の女性の参加度の低さである。国会議員や管理職、専門・技術職での女性の比率が低いままに留まっ
ている。また比率だけではなく、その内実にも問題は隠されているO たとえば、専門職の典型と考え
られている弁護士においても、男女の格差は歴然としている。政策方針の立案・決定にかかわる層に
おける女性の割合は低く、収入は男性の約54%(2006年)で、一般の賃金格差よりも大きい。扱う分
野も、女性は離婚や家族問題が多いというような偏りがある。ともすると資格、能力により参入が許
される専門職は、性差の問題を超越していると考えられがちであるが、女性の労働問題の一般的特徴
に加えて、さらには専門職ゆえに、家庭と仕事の両立支援が、むしろ遅れているという現状があり、
大きな問題を抱えていることがわかる。
本研究「日本における『女性専門職』の過去・現在・未来」は、そのような「女性専門職」、特に医
師と弁護士とに注目して、これらのジェンダー化された諸問題の根源を探ろうとするものである。
本年度はまず両専門職が女性へ開放された過程をたどった。医師についてみると、明治10年代、医
師への道は私立医学校における修学と医術開業試験合格を条件としていた。しかし女性に対しては広
範な社会的反論が渦巻いており、この道を進むのは至難の業であった。この困難な状況を克服して明
治18および19年の医術開業試験前・後期に合格して女性医師第一号となったのが荻野吟子である。し
かし明治39年施行の医師法が、 8年後に医術開業試験の廃止を定め、新制度の医師試験受験資格を医
学専門学校卒業生に限定したため、私立医学校は医専昇格か廃校かという岐路に立たされ、私立医学
校の女子学生受け入れは順次廃止されていく。明治41年前後には東京女医学校を除き女子学生の受け
入れは廃止されてしまった。東京女医学校は明治45年、東京女子医学専門学校に昇格し、以降女子医
学教育分野において重要な役割を果たしていくことになる。大正時代に入ると医師志願者も急増し、
「女医亡国論」も次第に社会的影響力を失い、昭和初年には年間300名前後の女性医師が生み出される
という展開を見せることになる。
弁護士については、明治26年の弁護士法でその資格が「帝国臣民たる男子」と定められ、女性には
その門戸は聞かれていなかった。しかし大正期に入ると弁護士資格の明確化をめぐって弁護士法改正
の動きが起こり、調査委員会が設置された。そこで女性にも門戸を開くことが議論されたのである。
その背景には、この時代に生じた、女性の、わずかながらにせよ高等教育への進出がある。大正6年
の臨時教育会議は、大方の期待を裏切って保守的姿勢を貫いたとされるが、そこには女性の社会にお
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ける役割についての認識の変化があることも見てとることができる。
このような状況をうけ、女性弁護士を養成すべく、明治大学に専門部女子部が設置され、女性への
法学教育が施されることになった。弁護士法は昭和8年改正され、資格は「帝国臣民にして成年者た
ること」と変更されて、女性にも門戸が聞かれた。昭和13年には女子部卒の3名の女性が初めて高等
文官試験司法科に合格し、女性弁護士が誕生するのである。
以上のような女性専門職の生成過程を通して、両専門職の誕生をめぐる状況の異同が明らかになる
一方で、両職共に国家の教育政策が深くかかわってきたこと、さらにはそれぞれの発展過程に大きな
役割を果たした人々の姿、あるいは社会状況などが浮かび上がってきた。これらを検討する中で、女
性専門職におけるジ、ェンダー化の問題がどのように生じてきたかが次年度の課題となる。
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